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１ はじめに 

（１） 直接請求制度は、我が国の地方自治制度の根幹である代表民主制を補完する

制度として重要な意義を有している。地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

に基づくものとして、条例の制定又は改廃の請求、事務監査の請求、議会の解

散の請求、議会の議員及び長の解職の請求、主要公務員の解職の請求がある。 

直接請求は、一定数以上の住民多数の意思の合致による一種の合同行為と観

念されるべき性質を有するものであり、その発動の要件として、条例の制定又

は改廃の請求及び事務監査の請求については、普通地方公共団体の議会の議員

及び長の選挙権を有する者1（以下「選挙権を有する者」という。）の５０分の１

以上の連署、議会の解散の請求、議会の議員及び長の解職の請求並びに主要公

務員の解職の請求については、選挙権を有する者の３分の１以上の連署2が必要

とされている。地方自治法、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）等

には、住民の最も重要な基本的権利の一つである直接請求権の適正な行使を保

障するとともに、その濫用に起因する無用な混乱と摩擦を防止するために、こ

れを適当な規制の下に置くという観点から、選挙権を有する者の署名の収集及

び署名の効力の決定の手続、罰則等が定められている。地方自治法に基づく直

接請求制度の枠組みは、昭和２２年の地方自治法制定及び昭和２５年の地方自

治法改正により形作られ、それ以後、時代の要請に応じ、個々の事項について

の改正や運用の見直しが行われてきた。 

 

（２） 地方自治法に基づく直接請求は、地方公共団体１００団体当たり年間１，２

件程度で推移しているが、制度創設当初は、議会の解散請求や長の解職請求が

多かったのに対し、近年は、条例の制定又は改廃の請求が多数を占めている3。 

このような中、令和２年の愛知県知事解職請求に係る署名収集において、大

量の署名偽造や権限のない者による署名収集等、不正な署名収集が大規模に行

                                                      
1 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２２条第 1 項又は第３項の規定による選挙人名簿の

登録が行われた日において選挙人名簿に登録されている者（地方自治法第７４条第５項）。 
2 なお、選挙権を有する者が４０万を超え８０万以下の場合にあってはその４０万を超える数に６

分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、８０万を超える場

合にあってはその８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１を乗じて得た数

と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数（地方自治法第７６条第１項等）。 
3 参考資料３ 直接請求制度の概要・これまでの主な改正内容 ３２頁、３３頁参照 
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われた疑いが生じ、直接請求自体は法定署名数が集まらず不成立となったもの

の、地方自治法違反（署名偽造罪）で複数の逮捕者が出るに至った。これに関

連し、令和３年５月に、愛知県選挙管理委員会から総務省に対して、署名収集、

署名簿の縦覧等の手続に関する運用上の課題に関して、「直接請求制度の運用に

関する提案書」が提出された。 

また、近年、個人のプライバシーが重要な利益であるという認識が社会に浸

透し、個人情報の保護が大きな社会的テーマとなる中で、愛知県選挙管理委員

会からの提案書をはじめ、複数の選挙管理委員会から、直接請求に係る署名簿

の縦覧に関し、署名者の氏名、住所、生年月日等の情報が記載された署名簿が

縦覧に供されることに対する懸念が指摘されていた。 
 

（３） 本研究会は、こうした状況を踏まえ、立ち上げられたものであり、署名収集

における不正防止と、署名簿の縦覧制度における個人情報保護について、複数

の選挙管理委員会にヒアリングを行い、論点整理を行った上で、講ずべき対応

を検討した。 
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２ 直接請求制度に係る本請求に至るまでの手続 

直接請求は、請求代表者証明書の交付申請から始まり、署名収集、選挙管理委員

会による署名の審査、署名簿の縦覧等の手続を経て、本請求に至る。なお、本請求

後、直接請求の類型によって、議会の議決や住民投票等が行われる。 

（指定都市以外の市町村の場合） 

請求代表者証明書の交付から本請求に至るまでの手続について、指定都市以外の

市町村に関する請求に係る手続の概要は、以下のとおりである。なお、代表して条

例の制定又は改廃の請求の手続を挙げているが、長の解職の請求等他の類型の請求

についても手続の流れは基本的に同じである。 

① 請求代表者証明書の交付等 

請求代表者は、条例制定又は改廃請求書を添え、当該市町村の長に対し、請

求代表者証明書の交付を申請する（地方自治法施行令第９１条第１項）。 

交付申請があったときは、当該市町村の長は、当該請求代表者が選挙人名簿

に登録された者であることを当該市町村の選挙管理委員会に確認し、その確認

があったときは請求代表者証明書を交付し、その旨を告示する（同条第２項）。 

② 署名の収集 

請求代表者は、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）により

定められた様式に基づく請求者署名簿を作製する。 

請求代表者は、上記署名簿を用いて、当該選挙権を有する者に対し、法定署

名数以上の署名をすることを求める（地方自治法施行令第９２条第１項）。請求

代表者は、自ら署名を収集するほか、選挙権を有する者に委任して署名の収集

をさせることができ、この場合、署名簿に署名収集委任状の添付が必要となる

（同条第２項）。署名の収集は、請求代表者又は署名収集受任者により行われな

ければならず、請求代表者又は署名収集受任者以外の権限のない者による署名

の収集は認められない。 

署名の収集期間は、請求代表者証明書交付の告示の日から、市町村にあって

は１か月以内である（同条第３項）。 

 法令の定める所定の手続によらない署名簿を用いて署名を求めた場合や、署

名権者に対する悪質な自由妨害行為、署名の偽造・増減等の行為については、

罰則の適用がある（地方自治法第７４条の４）。 

③ 署名簿の提出 

請求代表者は、署名数が法定署名数以上の数となったときは、署名簿を市町

村の選挙管理委員会に提出して、署名した者が選挙人名簿に登録された者であ
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ることの証明を求める（地方自治法第７４条の２第１項）。 

④ 署名簿の審査 

市町村の選挙管理委員会は、署名簿を受理したときは、その日から２０日以

内に署名簿について審査し、署名の効力の決定をし、かつ、その旨を証明する

（地方自治法第７４条の２第１項）。 

なお、請求代表者から選挙管理委員会に提出された署名簿について、提出さ

れた署名簿中の署名総数が法定署名数に達している等形式的な要件を満たして

いる場合には、選挙管理委員会は、個々の署名の有効無効について審査するこ

とになる。この場合、選挙管理委員会は、審査の中で、関係人の出頭及び証言

による調査も可能となっている（同法第７４条の３第３項）。 

他方で、提出された署名簿中の署名総数が法定署名数に達しない場合、選挙

管理委員会による署名の審査は行われず、請求代表者に返付されることとな 

る4。 

⑤ 署名簿の縦覧、異議の申出 

市町村の選挙管理委員会は、署名簿の署名の証明が終了したときは、その翌

日から７日間、その指定した場所において、関係人の縦覧に供する（地方自治

法第７４条の２第２項）。なお、縦覧することができる「関係人」の範囲は、選

挙人名簿に記載されている者全部と解されており5、縦覧に供される署名簿には、

署名者の氏名、住所、生年月日、請求代表者及び署名収集受任者の氏名、住所、

生年月日、性別の情報が含まれている。 

署名簿の署名に関し異議がある関係人は、縦覧期間中に当該市町村の選挙管

理委員会に異議の申出をすることができる（同条第４項）。 

⑥ 署名簿の返付、本請求 

市町村の選挙管理委員会は、異議の申出が全くないとき又はすべての異議に

ついての決定をしたときは、その旨及び有効署名の総数を告示するとともに、

署名簿を請求代表者に返付する（地方自治法第７４条の２第６項）。 

本請求は、請求代表者が署名簿の返付を受けた日から、市町村に関する請求

にあっては５日以内に、当該市町村の長に対して条例制定又は改廃の請求をす

る（同法第７４条第１項、地方自治法施行令第９６条）。 

 

                                                      
4 行政実例昭和２４年８月１０日全選発第３８１号茨城県選挙管理委員⾧宛 
5 行政実例昭和２６年９月１０日地自行発第２６８号鳥取県総務部⾧宛 
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（都道府県・指定都市の場合） 

都道府県及び指定都市に関する請求に係る手続について、指定都市以外の市町村

の場合と異なる点は、以下のとおりである。（手続の流れが基本的に上記と同じ箇所

は省略） 

① 請求代表者証明書の交付等 

請求代表者は、当該都道府県又は指定都市の長に対し、請求代表者証明書の

交付を申請する（地方自治法施行令第９１条第１項）。 

請求代表者証明書の交付申請があったときは、当該都道府県又は指定都市の

長は、当該請求代表者が選挙人名簿に登録された者であることの確認を、市町

村又は区の選挙管理委員会に依頼し、その確認があったときは請求代表者証明

書を交付する（同条第２項）。 

② 署名の収集 

署名簿は、都道府県に関する請求については市町村ごとに、指定都市に関す

る請求については区ごとに作製する（地方自治法施行令第９３条）。 

署名の収集期間は、請求代表者証明書交付の告示の日から、都道府県及び指

定都市にあっては２か月以内である（同施行令第９２条第３項）。 

なお、当該地方公共団体の区域内で衆議院議員、参議院議員又は地方公共団

体の議会の議員若しくは長の選挙が行われることとなるときは、一定期間、当

該選挙が行われる区域においては署名の収集を行うことができない（地方自治

法第７４条第７項）。都道府県及び指定都市に関する請求において、その区域の

一部において選挙が行われた場合には、当該区域のみ、署名収集期間が延長さ

れ、他の区域では先に署名収集期間が終了することとなるが、署名収集期間が

満了した区域に係る署名簿は、満了日の翌日から１０日を経過する日までの間

に市町村又は区の選挙管理委員会に仮提出しなければならない（地方自治法施

行令第９３条の２第１項）。 

仮提出された署名簿について、その後、提出の申出（同条第２項）がなけれ

ば、仮提出された署名簿について選挙管理委員会による署名の審査は行われず、

請求代表者に返付されることとなる。 

③ 署名簿の提出 ～ ⑤ 署名簿の縦覧、異議の申出 

署名簿は、当該都道府県又は指定都市の選挙管理委員会ではなく、市町村又

は区の選挙管理委員会に提出され、市町村又は区の選挙管理委員会において署

名簿の審査、縦覧等が行われる。 

⑥ 署名簿の返付、本請求 
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本請求は、請求代表者が署名簿の返付を受けた日から、都道府県又は指定都

市に関する請求にあっては１０日以内に、当該都道府県又は指定都市の長に対

して条例制定又は改廃の請求をする（地方自治法第７４条第１項、地方自治法

施行令第９６条）。 
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３ 地方公共団体の選挙管理委員会へのヒアリング結果 

（１） 近年、直接請求が行われた複数の地方公共団体の選挙管理委員会に対して、

不正な署名収集の防止、縦覧制度の見直し等を中心に、事前にヒアリングを実

施した。署名収集の防止及び縦覧制度の見直しに関するヒアリング結果の概要

は、以下のとおりである6。 

 

【不正な署名収集の防止に関して】 

 （質問） 

過去の事例において、不正・無効な署名収集が疑われた署名にはどのような態

様のものがあったか。 

（意見の概要） 

法令上の規制に意図的に違反したようなものではなく、署名収集受任者や署名

者が署名収集に係る法令上の規制を十分に理解していないことに起因する態様

のものが多いという回答が多かった。 

（具体的な意見） 

・ 家族と思われる方が家族全員の署名を行っているものや、選挙人名簿に登録

されていない者が署名しているもの等、故意ではないと思われるもの、形式的

な不備に当たるものが多かった。（Ｂ市、Ｃ市、Ｄ市、Ｅ町、選管連） 

・ 請求代表者や署名収集受任者以外の者が署名収集しているものや、署名収集

受任者の氏名等の記載がない委任状が綴られた署名簿で署名収集しているも

のもあった。（Ｃ市） 

・ 指定都市は行政区ごとに選挙人名簿が作成されているが、ターミナル駅等の

街頭で署名収集した場合、当該行政区の選挙人名簿に登録されていない者の署

名が多くなる。また、署名収集受任者が選挙人名簿に登録のない別の区で署名

収集している事例もあった。（Ｂ市、Ｃ市） 

・ 本人以外の者によって署名が偽造されたものが大量に含まれている疑いのあ

る事例があった。（Ａ県） 

 

                                                      
6 参考資料５ 地方公共団体の選挙管理委員会へのヒアリング結果 ４８頁～５４頁参照 

 実施団体数：７団体（都道府県（A 県）、指定都市（B 市、C 市）、中核市（D 市）、町（E 町）、

選管連２団体） 

実施時期：令和３年６～７月、１０～１１月にそれぞれ１回ずつ 
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（質問） 

不正・無効な署名収集の要因は何か。これを防止するために、現行制度で見直

すべき点はあるか。 

（意見の概要） 

署名収集受任者が制度を理解せずに署名収集したり、住民が一般の署名運動と

区別せずに署名していることが要因として考えられるという意見が多く、法令改

正を伴う制度の見直しを求めるものではなく、運用上の対応の必要性を示唆する

意見が多かった。 

（具体的な意見） 

・ 署名収集前に請求代表者へ選挙管理委員会から説明を行っている（※）が、

請求代表者から署名収集受任者への説明が行き届いておらず、署名収集受任者

が制度を理解せずに署名収集していることに起因していると思われる無効な

署名が多い。（Ｂ市、Ｃ市、Ｄ市、Ｅ町） 

 （※）・請求代表者が最初に選挙管理委員会に来た際に、請求代表者の定義や署名

簿の様式、署名収集のやり方、署名簿の提出の方法等の基本的な事項につ

いて説明をしている。 

・選挙管理委員会独自で作成した注意事項を記載した文書や、署名簿の様式

例を交付している。 

・これらのほか、選挙管理委員会委員長がマスコミに対して注意事項等の周

知を行っている。 

・ 地方自治法上の規制がある直接請求に係る署名収集と、法令上の規制がない

一般の署名収集とを住民が混同していること、すなわち、直接請求に係る署名

収集には地方自治法上の規制があるということを住民がよく理解していない

ことが要因として考えられる。（Ｃ市、Ｄ市） 

・ 地方自治法上の規制等を署名収集受任者や住民に周知・理解してもらうこと

が必要ではないか。（Ｂ市、Ｃ市、Ｄ市、Ｅ町） 

 

 （質問） 

不正な署名収集の防止をするため、署名簿に署名収集者の署名を義務づけるな

ど、署名簿上で署名収集者を特定できるようにする方策をとることについてどう

考えるか。 

 （意見の概要） 

署名簿上で署名収集者を特定できたとしても、署名の偽造防止への効果に疑問
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があるという意見があった一方で、不正に対してのハードルが上がるのではない

か、請求代表者や署名収集受任者以外の者による署名収集の防止に対して一定の

効果があるのではないかという意見もあった。現行制度下でも、署名収集者を特

定させる運用をしているため、問題ないという意見も多かった。 

（具体的な意見） 

・ 署名簿上で署名収集者を特定できないことが署名の偽造に繋がっているとは

考えられず、署名収集者を特定するために署名収集者の署名を義務づけること

の必要性には疑問が残る。（Ｂ市） 

・ 現行制度上、不正抑止の目的で署名の偽造等に対する罰則が設けられている

ので、さらに署名収集者側の負担を増す方策をとる必要があるかについては、

慎重な議論が必要。（選管連） 

・ 署名簿に署名収集者の署名を義務づければ、審査時に疑義が生じた際の確認

が簡便になる効果に加え、不正に対してのハードルが上がり、署名の偽造の防

止に繋がるのではないか。（Ａ県） 

・ 署名簿に署名収集者の署名を義務づけて、署名簿上で署名収集者を特定でき

るようにすることは、請求代表者や署名収集受任者以外の者が署名収集するこ

とを防いで、請求代表者や署名収集受任者の責任を徹底させるということに資

するのではないか。（Ｃ市、Ｅ町） 

・ 現行制度でも運用において署名収集者の特定はできており、現行の運用（※）

で問題ない。（Ｂ市、Ｄ市、Ｅ町） 

（※）請求代表者と署名収集受任者ごとに署名簿を作成するよう促している。 

請求代表者用の署名簿の表紙には、複数の請求代表者のうち誰が収集した

か分かるよう氏名を記載するよう促している。 

 

 （質問） 

選挙管理委員会の調査権限を地方自治法上に明確に規定することについてど

う考えるか。 

 （意見の概要） 

審査の対象とならない署名簿等の調査が選挙管理委員会においてできるか不

明確なため、調査権限を規定することが必要とする意見がある一方で、選挙管理

委員会の調査権限を地方自治法上に規定する必要はないとする意見が多かった。 

（具体的な意見） 

・ 選挙管理委員会の対応に問題がなかったかどうか等を含め、行政として制度
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運用の実態把握が必要な場合があるが、現行法では、審査の対象とならない仮

提出された署名簿等の調査が選挙管理委員会においてできるか分かりにくく、

調査権限を規定することが必要。（Ａ県） 

・ 手元にある署名簿の確認や任意での関係者への聞き取り、大量の不正署名が

判明した場合の告発等は、新たな法律上の規定がなくても、選挙管理委員会の

役割や事務としてできるため、調査権限の規定は必要ない。（Ｂ市、Ｅ町、選管

連） 

・ 仮に不正署名が大量にある場合は、捜査機関の捜査に委ねられるため、選挙

管理委員会が法律の規定に基づき独自に調査ができるようにする必要はない。

（Ｂ市、Ｄ市、選管連） 

・ 調査権限の規定が設けられると、選挙管理委員会がケースごとに当該規定へ

の該当性を判断しなければならなくなることや、外部者より全ての署名の調査

を要求されて対応に苦慮する事案が生じる懸念がある。（Ｃ市、Ｄ市、Ｅ町） 

 

【縦覧制度の見直しに関して】 

 （質問） 

縦覧制度を個人情報保護の観点から見直すことについてどう考えるか。 

 （意見の概要） 

個人情報保護の観点から見直しが必要であり、特に DV 等被害者支援措置対象

者7については何らかの対応が必要であるとする意見が多かった一方で、見直しを

行う際には縦覧の役割とのバランスを考えることが重要であり、具体的な見直し

の方法に関しては、今後の議論が必要であるという意見が多かった。 

（具体的な意見） 

・ 極めてセンシティブな政治的な主張に対して、賛成や反対の立場で署名する

ことになるので、署名者は、縦覧により氏名や住所、生年月日がさらされるこ

                                                      
7 ドメスティック・バイオレンス（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平

成 13 年法律第 31 号）第１条第１項に規定する配偶者からの暴力をいう。）、ストーカー行為等（ス

トーカー行為等の規制等に関する法律（平成 12 年法律第 81 号）第６条に規定するストーカー行為

等をいう。）、児童虐待（児童虐待の防止等に関する法律（平成 12 年法律第 82 号）第２条に規定す

る児童虐待をいう。）及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための住民基本台帳事務における

支援措置（住民基本台帳事務処理要領（昭和 42 年自治振第 150 号等自治省行政局⾧から各都道府

県知事あて通知）第５の 10）を受けている者 
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とに対して懸念を抱くものと考える。（Ｃ市） 

・ 現行の縦覧制度は、個人情報の保護に配慮したものとなっていないため見直

しが必要である。原則として氏名の部分のみ縦覧させることとし、縦覧者本人

又はその家族の署名について氏名以外の部分（住所、生年月日等）も含めて縦

覧したい旨の申出があったときは、住所・生年月日を含めた本人確認の上、氏

名以外の部分についても縦覧させる運用が考えられる。（Ａ県、Ｂ市） 

・ 署名者に縦覧させる部分を本人の署名の部分に限るなどの対応により、個人

情報の保護を図ることができると考えるが、関係人が署名簿の署名に関し異議

を申し出る機会の喪失に繋がる面がある。縦覧の趣旨との折り合いをどこで付

けるか非常に難しい。（Ａ県、Ｄ市） 

・ 関係人が署名を確認する際に重要な情報となる住所や生年月日は縦覧させる

必要があるため、現行制度の見直しは必要ない。（Ｅ町、選管連） 

 

（ DV等被害者支援措置対象者の署名等の対応について） 

・ DV等被害者支援措置対象者が、氏名、住所等を縦覧されることを恐れて署名

を控えるなど、直接請求の権利が行使できなくなるということは不適切なため、

何らかの措置が必要である。（Ａ県、Ｃ市、Ｄ市） 

・ 例えば、署名簿の氏名の部分のみ縦覧に供するといった対応をとったとして

も、氏名のみからでも署名をした DV 等被害者支援措置対象者が当該市区町村

に住んでいることが縦覧者（加害者等である可能性もある。）に分かってしまう

可能性があるため、署名簿のうち DV 等被害者支援措置対象者の署名が含まれ

る部分を縦覧の対象から除くといった対応も必要である。（Ｂ市、Ｅ町） 

・ 選挙人名簿のデータと住民基本台帳の DV 等被害者支援措置対象者の情報が

連携している場合には、署名の審査の段階で DV 等被害者支援措置対象者が署

名しているかどうかを把握することは可能であり、本人以外の者に当該署名を

縦覧させないことはできると思われるが、縦覧の役割とのバランスを考える必

要がある。（Ａ県、Ｅ町） 

 

（２） 本研究会の中で、２団体の選挙管理委員会に対して、不正な署名収集の防止

や縦覧制度の見直しに関してヒアリングを実施した。その結果の概要は以下の

とおりである。 

 

【不正な署名収集の防止に関して】 
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・ 署名収集はあくまで請求代表者の責任によって行われるべき政治的な性格を

持った活動であるため、選挙管理委員会という中立の立場上、署名収集活動の

指南を行うようなことは消極的に考えている。近年実施された直接請求では、

署名収集者に対して説明会などは行っておらず、直接請求を行うにあたり問合

せがあったものに対して、その都度回答を行い、署名収集前の事前調整等の際

に書面等により制度に関する情報を提供した。 

・ 直接請求をしたいという問合せがあった際に、制度の根本から説明を行い、

その都度、疑問についての回答を繰り返し行っている。近年実施された直接請

求では、請求代表者に対し、署名簿の様式について、選挙管理委員会から例示

したものを使用して欲しい旨のお願いをしたり、収集の方法や署名の記載方法

についても、法律違反になる場合を細かく説明した。選挙管理委員会として、

受任者への説明は直接行っていない。 

・ 悪意で行われる偽造を防ぐことは難しく、そのために罰則があるが、悪意を

起こさせないような仕組み作りというものが必要であると考えられる。 

・ 署名収集者の特定について、運用で円滑に進むのであれば問題はないが、一

方で、あくまで運用であるため、請求代表者の協力が得られない場合など、運

用で対応することには限界があると感じている。 

・ 選挙管理委員会側で調査を始める場合に、どのような根拠に基づいて調査が

できるかが分かりにくい。 

・ 選挙管理委員会に調査権限を付与されても、選挙管理委員会に寄せられた情

報が正しいものかを判断することが非常に難しい。調査権限が規定されると必

要署名数が集まっていないにもかかわらず、署名簿を受け取って欲しいという

要望が多くなると考えられる。また、そのような場合に受け取ることを拒むこ

とや、どのような場合に調査を行うことができるのかといった線引きが明文化

されていなければ、選挙管理委員会としても運用上困惑すると考えられる。 

 

【縦覧制度の見直しに関して】 

・ 国民全体の意識として個人情報保護ということがかなり問題意識として持た

れるようになってきており、縦覧に関して自分の名前を他人にさらすというこ

とに関する抵抗感は、以前よりも増しているのではないか。一方で、縦覧によ

って署名簿を全員の目に触れる形にして署名の効力を確定させていくという

ことも重要であると考える。 

・ 縦覧がされるということを知らない署名者も多く、選挙管理委員会に対して、
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署名簿は公開されるのかといった不安な声はあった。一方で、政治的な主張を

するのであれば、誰が署名したかを公開する必要があるという意見もあった。

縦覧制度のもとでは、署名簿の一部でも隠すのは制度の趣旨に反して難しいと

考えられるが、他方で、DV 等被害者支援措置対象者等への対応は必要であり、

閲覧制度にするというのも一案ではないかと考える。 

 

以上のような選挙管理委員会へのヒアリング結果等を踏まえ、不正な署名収集

の防止に関しては、①署名収集者の特定、②請求代表者、署名収集受任者及び署

名者の制度理解の促進、③選挙管理委員会による審査の対象とならない署名簿の

調査といった事項について検討を行った。 

また、縦覧制度の見直しに関しては、縦覧制度における個人情報保護への配慮

について、縦覧の役割とのバランスを踏まえつつ、検討を行った。 
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４ 対応策の方向性 

（１）不正な署名収集の防止 

ア 署名収集者の特定 

現行制度上、署名簿には、地方自治法施行規則により様式が定められた請求

書、請求代表者証明書のほか、請求代表者が署名の収集を委任した場合、署名

収集委任状を綴り込まなければならないこととされているが、請求代表者が複

数いる場合、請求代表者証明書には、複数の請求代表者の氏名等が記載される

ため、当該署名簿を用いて署名を収集した者がいずれの請求代表者であったの

か、署名簿上で特定することはできない。また、複数の署名収集受任者が１冊

の署名簿を用いて署名の収集を行った場合、当該署名簿に複数の署名収集委任

状が綴られることになるため、当該署名簿を用いて署名を収集した者がいずれ

の署名収集受任者であったのか、署名簿上で特定することはできない。さらに、

請求代表者又は署名収集受任者以外の権限のない者により署名が収集されたと

しても、実際の署名収集者を署名簿上で特定することはできない。 

選挙管理委員会へのヒアリング結果等を踏まえると、現行制度において、実

際に署名を収集した者を署名簿上で特定することができない場合があることが、

不正を行う際の心理的なハードルを下げており、署名の偽造や権限のない者に

よる署名収集の一因となっている可能性が考えられる。署名簿上で署名収集者

を特定できれば、不正を行った者を特定しやすくなり、捜査の端緒になるほか、

不正な署名収集に一定の抑止力があるものと考えられる。加えて、請求代表者

又は署名収集受任者が自ら署名収集を行わなければならないことを明確化する

ことができ、請求代表者又は署名収集受任者以外の権限のない者による署名収

集を抑止する効果を期待することができる。 

したがって、署名簿上で署名収集者を特定できるようにする措置を講ずるこ

とが考えられる。 

具体的な対応として、まず、①署名簿の様式に署名収集者の氏名を記載する

欄を追加することが考えられる。なお、具体的な様式変更にあたっては、署名

収集を行う者への制約とならないよう、その負担への配慮が必要になることに

留意すべきである。 

また、一部の選挙管理委員会における運用として、②請求代表者、署名収集

受任者ごとに署名簿を作製するよう促し、請求代表者が複数いる場合には、請

求代表者が署名を収集した署名簿の表紙に、署名を収集した請求代表者の氏名

を記載するよう促すという方法が採られているところ、これにより署名収集者
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を特定することも可能であることから、上記①の対応に加え、②のような運用

が現行制度下においても可能である旨を全国の選挙管理委員会に周知すること

が考えられる。 

 

イ 請求代表者、署名収集受任者及び署名者の制度理解の促進 

直接請求に係る署名収集に関しては、法令上様々な規制が設けられ、関連す

る行政実例も多数存在することから、直接請求に係る署名収集は、これらの規

制に則って行われる必要がある。 

そのため、請求代表者はもちろんのこと、署名収集受任者や署名者において

も、これらの法令上の規制を十分に理解した上で、署名収集や署名を行うこと

が必要となるが、請求代表者等における法令上の規制への理解が十分でないと、

不正・無効な署名が増える一因となる可能性がある。なお、文献8においても、

過去の事例において署名収集者の制度理解の程度が署名の無効率の多寡に影響

を及ぼしている可能性が指摘されている。 

したがって、直接請求に係る署名収集を行う前に、請求代表者、署名収集受

任者及び署名者が、署名収集に係る法令上の規制を理解した上で、署名収集が

行われることは、不正・無効な署名収集を防止する上で極めて重要であると考

えられる。 

しかしながら、選挙管理委員会へのヒアリング結果等を踏まえると、請求代

表者等、特に署名収集受任者や署名者の制度理解が十分とはいい難い場合があ

るものと推測され、請求代表者等の制度理解を促すための所要の対応が必要で

あると考えられる。 

選挙管理委員会へのヒアリングによれば、署名収集期間前に、請求代表者に

対して法令上の規制等に関する説明を行う選挙管理委員会が多いと思われるも

のの、どこまでの内容を説明するかは、各選挙管理委員会の運用に委ねられて

いる。また、選挙管理委員会から請求代表者に対して法令上の規制等に関する

説明が行われれば、請求代表者から署名収集受任者へ、署名収集者から署名者

へと同様の説明がされることが期待されるが、実際にどこまで行われているか

については、選挙管理委員会が関知し難いというのが現状であると考えられる。

なお、選挙管理委員会によっては、署名の収集はあくまで請求代表者の責任に

よって行われるべき政治的な性格を持った活動であるため、選挙管理委員会と

                                                      
8 地方自治研究会「直接請求制度論 自治論集Ⅺ」（昭和３４年４月１５日）４８頁、４９頁 
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いう中立の立場上、署名収集活動の指南を行うようなことは消極的に考えてい

るとの意見もあった。 

そのため、具体的な対応として、まず、①適正な署名収集を行うための留意

点等を記載した資料等を総務省において作成・公表することが考えられる。そ

の場合、選挙管理委員会はもちろん、請求代表者や署名収集受任者、署名者と

なる住民に周知が行き届くように周知方法を工夫することが望ましい。総務省

ホームページへの資料等の掲載のほか、例えば、選挙管理委員会が請求代表者

に対して制度の説明を行う際や、請求代表者による署名収集受任者への説明及

び請求代表者・署名収集受任者による署名者への説明の際などにも活用するこ

とができる資料を作成し、総務省ホームページへのリンクや QR コードを付け

るなどといった方法も考えられる。 

併せて、②署名簿は、請求代表者、署名収集受任者及び署名者のいずれの目

にも必ず触れるものであり、現在は、地方自治法施行規則で定められた署名簿

の様式に、署名の代筆を行う場合の罰則の適用に関する記載があることを参考

に、署名簿の様式に、署名の偽造に関して罰則の適用がある旨の記載を明記す

ることが考えられる。 

なお、これらの対応は、意図的に不正を行おうとする者に対しても、一定の

抑止効果が期待できるものと考えられる。 

 

ウ 選挙管理委員会による審査の対象とならない署名簿の調査について 

選挙管理委員会へのヒアリングや愛知県選挙管理委員会からの提案書におい

て、提出された署名簿中の署名総数が法定署名数に達しない署名簿や、仮提出

されたが提出に至らなかった署名簿については、選挙管理委員会による審査の

対象となっておらず、選挙管理委員会がこのような署名簿を調査することがで

きるのか分かりにくいため、選挙管理委員会による審査の対象とならない署名

簿について選挙管理委員会の調査権限を地方自治法上明確に規定することが必

要ではないかという意見があった。 

しかしながら、署名簿について審査し、その署名の有効無効を証明するのが

選挙管理委員会の事務・役割であり、審査の対象とならない署名簿について地

方自治法の罰則が適用されることが想定されるような不正に関する調査は、選

挙管理委員会ではなく、捜査機関の役割であると考えられること、仮に地方自

治法上に選挙管理委員会の調査権限を明記する場合、選挙管理委員会が審査の

対象とならない署名簿を調査する目的の設定、調査できる場合の要件の設定等
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が困難であると考えられること、といった課題がある。また、調査権限に関す

る規定を設けることによって選挙管理委員会の責務が生じ、調査権限の行使・

不行使に対して政治的な思惑等による外部的な圧力が強くなることや、請求代

表者の手元にある署名簿まで選挙管理委員会が調査することを求められる懸念

もあることを考慮する必要がある。 

また、不正の疑いがあり、告発すべきか判断するために選挙管理委員会の手

元にある署名簿を確認することが必要となる場合は、法律に規定がなくとも、

確認が可能であると考えられ、既に、選挙管理委員会による審査の対象となら

ない署名簿の調査については、「特に必要があると認められる場合に、各地方公

共団体の権限の範囲内で、その内容を調査することは妨げられない」旨の令和

３年５月３１日付け総務大臣通知が発出されている。 

以上を踏まえると、選挙管理委員会による審査の対象とならない署名簿につ

いて選挙管理委員会の調査権限を地方自治法上明確に規定することについては、

慎重に考えるべきである。 

なお、前述の総務大臣通知を踏まえ、個々のケースにおける調査の実施につ

いて各選挙管理委員会において適切に判断されることが期待される9。 
 

（２）縦覧制度における個人情報への配慮 

署名簿の縦覧に関しては、昭和２５年に縦覧の手続が導入されてから今日まで

大きな見直しは行われておらず、昨今の情報通信技術の著しい発展等社会経済情

勢の変化とそれに伴う個人情報保護に対する意識の変化に十分に対応すること

ができているかということを考える必要がある。近年、個人情報保護の観点から、

住民基本台帳の閲覧制度について、不当な目的等による場合を除き、何人でも閲

覧を請求できるという制度から、閲覧することができる場合をその主体ごとに限

定する法改正が行われていたり、選挙人名簿の縦覧制度について、縦覧と閲覧と

いう２つの手続が併存していたところ、縦覧制度を廃止し、閲覧制度に一本化す

る法改正が行われている10中で、署名簿の縦覧においても、個人情報保護の観点か

ら配慮が必要ではないかと考えられるところである。 

                                                      
9 令和２年の愛知県知事解職請求の事案では、愛知県選挙管理委員会において、各市町村に対する

資料の提出の要求（地方自治法第２４５条の４第１項）という形式をとり、仮提出された署名簿に

ついて独自の調査を行っている。 
10 参考資料４ 署名収集及び縦覧等の手続 ４３頁参照 
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もっとも、縦覧の趣旨は、署名簿の署名の効力決定の正確を期するため、関係

人にその効力決定の過誤の有無を検討させ、異議の申立てを行わせるためのもの

とされており、署名簿の縦覧において個人情報への配慮を行う場合には、その縦

覧の趣旨と個人情報保護とのバランスを慎重に考える必要がある。 

地方自治法には「署名簿を関係人の縦覧に供さなければならない」と規定され

ていることから、署名簿の一部（有効無効の欄、署名、住所等）を全く縦覧に供

さないことは法律上許されないものと解さざるを得ないが、前述の縦覧の趣旨の

とおり、署名簿の縦覧は署名の効力に関する異議の申立てを行うための準備行為

と捉えることができ、異議の申立ては、自己が直接利害関係を有する署名の効力

についてのみ行うことができるものと解されていることからすれば、署名簿の縦

覧において自らの署名を確認することによって、縦覧の目的が達せられる場合が

多いと考えられる。また、署名簿全体の有効署名数を争うなどのために署名簿の

署名全部の有効無効を確認する必要がある場合であっても、始めから全ての署名

者の住所や生年月日まで縦覧しなければならないということはないものと考え

られる。 

そうすると、署名簿の縦覧における個人情報への配慮の方向性として、縦覧の

趣旨を踏まえつつ、個人情報の露出を減らすという観点から、まずは、以下のよ

うな手順で縦覧を行うことが考えられる。 

① 縦覧の際に、署名簿の住所、生年月日は黒塗りその他の方法で一旦隠してお

く。 

② 特定の署名者の署名を住所、生年月日の部分も含めて縦覧したい旨の申出が

あれば、住所、生年月日の部分も含めた当該特定の署名者の署名を縦覧させる。 

③ 以上の手順を踏んでもなお、署名簿全体を縦覧したい旨の申出があった場合

には、署名簿全体を縦覧させる。 

以上のような運用により相当程度個人情報の保護に資するものと考えられる。 

その上で、実際の縦覧の運用状況について検証を行い、未だ個人情報の保護と

して不十分であるということであれば、署名簿の縦覧が持つ意義を踏まえつつ、

縦覧制度のあり方等について更に検討を重ね、選挙管理委員会が②や③の申出を

拒否できるようにする、又は閲覧制度に転換するというような根本的な法改正を

検討することも視野に入れることが考えられる。その際、署名簿に含まれること

があり得る DV 等被害者支援措置対象者の情報の取扱いについても、住民基本台
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帳の閲覧制度等における取扱い11などを参考にしながら、併せて検討することが

必要である。 

  

                                                      
11 参考資料４ 署名収集及び縦覧等の手続 ４４頁参照 
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５ その他の事項について 

愛知県選挙管理委員会の提案書には、不正な署名収集の防止及び縦覧制度の見直

しに関する提案と並んで、①委任届12の再導入、②請求代表者の総代制度等の導入、

③署名権者等の早期確定に関する提案もあったことを踏まえ、本研究会において、

これらの項目についても検討を行った。 

①委任届の再導入については、不正防止等の観点から委任届の制度を再導入すべ

きとの意見もあるが、委任届が廃止された理由・経緯13を踏まえ、再導入は慎重に考

えるべきである。また、署名収集の権能・責任は一義的には請求代表者にあり、その

責任において署名収集受任者を選任すべきものと考えられるが、委任届があること

により、請求代表者が署名収集の委任をする際に何ら確認を行わず、選挙管理委員

会による確認に委ねるおそれがあり、請求代表者の責任の放棄につながる可能性が

あること、請求代表者又は署名収集受任者以外の権限のない者による収集が意図的

に行われる場合、委任状や委任届を提出せずに収集される可能性が高く、委任届の

有無が不正の抑止につながらないことなどが指摘できる。もっとも、権限のない者

による収集が行われ、無効な署名が増加することは、結果として、住民自治を実現

しようとする住民の意思が正当に反映されないことに繋がるものであるから、それ

を防ぐために、請求代表者は自らの責任において署名収集受任者の住所や居住期間

等を確認する必要があり、署名収集受任者の住所等を確認した上で、その資格に疑

義がある場合には、選挙人名簿の閲覧制度を活用することも可能であることなどを、

選挙管理委員会から請求代表者への事前の打合せ等の際に説明したり、総務省にお

いて作成する資料（前記４（１）イ）に留意点として記載し、周知するなどの措置を

講ずることが望ましい。 

また、②請求代表者の総代制度等の導入については、請求代表者が複数いる場合

に、請求代表者に係る総代制度や署名簿の取扱責任者を指定する制度を設けるべき

であるという意見があった一方で、選挙管理委員会へのヒアリングでは、選挙管理

                                                      
12 平成２５年以前は、地方自治法施行令において、請求代表者が署名収集を委任した場合には、直

ちに受任者の氏名・委任の年月日を市町村の選挙管理委員会等に届け出なければならないと定めら

れていた。 
13 受任者が数万単位になるような膨大になるケースで請求代表者による委任届の提出、選挙管理委

員会による委任届の審査が相当な負担になっていたことや、選挙管理委員会が委任情報の把握が必

要になるのは実質的に署名審査の段階であり、署名簿に付された委任状により委任状況を把握する

ことができることなどを踏まえ、請求代表者と選挙管理委員会の負担軽減の観点から、平成２５年

に地方自治法施行令が改正され、委任届は廃止された。 
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委員会と請求代表者との事前の打合せ等において請求代表者の中から連絡担当者を

決めてもらう等といった運用で対応することができており、各制度を導入する必要

はないとの意見もあり、この点に関しては、引き続き、全国の運用状況や支障事例

を注視する必要があると考えられる。なお、請求代表者が複数いる場合の留意事項

等を整理し、総務省において作成する資料（前記４（１）イ）に記載し、周知すると

いった対応も考えられる。 

そして、③署名権者等の早期確定については、選挙管理委員会へのヒアリングで

は、法定署名数等の問合せに対する選挙管理委員会としての説明のしやすさや、署

名収集者側の署名収集活動のしやすさ、審査期間中に選挙人名簿の更新があった場

合に選挙管理委員会の事務が増えるといった理由から、現行14よりも早期の時点で、

署名権者や法定署名数を確定させるべきではないかという意見があった一方で、現

行の解釈を変更する必要はないという意見もあった。本請求時の選挙人の実態と可

能な限り合致させる見地から、昭和３２年に、「請求代表者証明書交付日現在」の選

挙人名簿を基準とするとされていた解釈を、現行の「署名の審査完了日現在」の選

挙人名簿を基準とするものに変更し、現在まで安定的に運用されてきた状況を踏ま

えると、現行の解釈を直ちに変更すべき状況にあるとはいい難いが、この点に関し

ても、引き続き、全国の運用状況や支障事例を注視する必要があると考えられる。 

 

  

                                                      
14 法律上、選挙管理委員会がどの時点における選挙人名簿を基準にして署名簿の署名の審査を行う

かに関する規定はないものの、本請求時の選挙人の実態と可能な限り合致させるため、審査完了日

現在における選挙人名簿を基準にして審査することとされている（行政実例昭和３２年４月１５日

自丁行発第４３号三重県選挙管理委員会委員⾧宛）。 
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６ むすび 

本研究会においては、近年署名収集が実施された地方公共団体の選挙管理委員会

から、署名収集、署名簿の縦覧等の手続に関し、不正防止や個人情報保護等の観点

から運用上の課題提起がなされていることを踏まえ、署名収集における不正防止と、

縦覧制度における個人情報保護への配慮を中心に、講ずべき対応を検討してきたと

ころである。本報告書においては、その対応の方向性を示したものであり、縦覧制

度のあり方など更に中長期的な検討が必要であると考えられる点については、引き

続き制度の運用状況を注視しながら、今後検討すべき課題であると考える。 

なお、本研究会では取り上げなかったが、例えば、一部の選挙管理委員会におい

て行われている OCR を活用した署名審査など選挙管理委員会の負担軽減に資するデ

ジタル技術を活用した運用や、署名簿には大量の個人情報が含まれているというこ

とを踏まえた請求代表者等による署名簿の管理のあり方といった点なども、今後の

検討課題として考えられるところである。 

本報告書の内容を踏まえ、選挙管理委員会の協力を得ながら、運用上の課題解決

に向けた具体的な作業が進められることが期待される。 



直接請求制度の運用上の課題に関する研究会開催要綱 

 

１．開催趣旨 

直接請求制度について、近年署名収集が実施された地方公共団体の選挙管理委

員会から、署名収集、署名簿の縦覧等の手続に関し、不正防止や個人情報保護等

の観点から運用上の課題提起がなされていることを踏まえ、必要な論点整理を行

い、講ずべき対応を検討することを目的として、研究会を開催する。 

 

２．構成員 

研究会は、別紙のメンバーをもって構成する。 

 

３．座長 

（１） 研究会に、座長を置く。 

（２） 座長は、会務を総理する。 

（３） 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者がそ

の職務を代理する。 

 

４．議事 

（１） 座長は、研究会を招集し、主宰する。 

（２） 座長は、必要に応じ、必要な者に出席を求め、その意見を聴取すること

ができる。 

（３） 研究会は非公開とするが、研究会終了後に配布資料を公表するととも

に、議事概要を作成し、公表することとする。ただし、配布資料につい

ては、座長が必要と認める時は非公表とすることができる。 

 

５．その他 

（１） 研究会の庶務は、総務省自治行政局行政課において処理する。 

（２） 本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 

  

参考資料１　直接請求制度の運用上の課題に関する研究会要綱・委員名簿

23



【別紙】 

直接請求制度の運用上の課題に関する研究会 構成員名簿 

 

（座長） 

只野
た だ の

  雅人
まさひと

   一橋大学大学院法学研究科教授 

（構成員） 

荒
あ ら

見
み

  玲子
れ い こ

   名古屋大学大学院法学研究科教授 

板垣
いたがき

  勝彦
かつひこ

   横浜国立大学大学院国際社会科学研究院准教授 

小島
こ じ ま

  勇人
は や と

   一般社団法人選挙制度実務研究会代表理事 

谷口
たにぐち

  尚子
な お こ

   慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント 

研究科教授 

（※五十音順、敬称略） 

（オブザーバー） 

都道府県選挙管理委員会連合会 

全国市区選挙管理委員会連合会 

指定都市選挙管理委員会連合会 

 

参考資料１　直接請求制度の運用上の課題に関する研究会要綱・委員名簿
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参考資料２　研究会の概要
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参考資料３　直接請求制度の概要・これまでの主な改正内容
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